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ライフサイクル仮説成長会計と人口ボーナスの効果

1．理論の整理

（1）成長会計①「人口ボーナス」
◼ 成長会計上、経済成長率を決定する要因は、労働力成長率、資本成長率、技術進歩率（生産性、TFP）の3つ。

◼ また、「人口ボーナス（demographic bonus/dividend）」期は2つの時期に分けられ、それぞれ下記の経路を通じて経済成長の
押し上げに寄与。

✓ 「第1の人口ボーナス」期：生産年齢人口（15歳～64歳）の増加に伴う労働投入量の増加

✓ 「第2の人口ボーナス」期：生産年齢人口比率の上昇→貯蓄率の上昇（ライフサイクル仮説）（注）→資本ストック（投資）の増加
（注）「ライフサイクル仮説」：個人は生涯所得を均等に消費する（勤労期間中に貯蓄→退職後に取り崩す）ことを想定。

（資料）大泉・小山田[2012]、 田村[2022]、松浦[2020]より国際通貨研究所作成 （資料）小峰[2007]より国際通貨研究所作成
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実質GDPと生産年齢人口増加率（アジア主要国） 実質GDPと生産年齢人口増加率（中南米諸国）

1．理論の整理

（1）成長会計①「人口ボーナス」
◼ ただし、「人口ボーナス」の効果を十分に享受するためには、人的資本への投資（教育・健康水準の向上）や雇用機会の創出、
貯蓄推進など適切な政策をとることが重要。

◼ 1990年代にかけて東アジア諸国の多くは、教育や人材への投資、開放的な貿易政策の採用などにより、「人口ボーナス」の効

果を享受。一方、近年のインドにおいては、労働参加率の低さや労働市場の非効率性、貿易開放度の低さ、社会的慣習など
を背景に「人口ボーナス」を十分に活用できていないのが現状。中南米諸国では、人的資本への投資の不足、硬直した労働市
場、貿易開放度の低さなどが「人口ボーナス」の活用を阻害（Appendix A2.参照） 。

（注）対象期間は1964年～2019年。実質GDP成長率は3年移動平均。
（資料）国連、世界銀行統計より国際通貨研究所作成

生産年齢人口増加率（％）
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（注）対象期間は1964年～2019年。実質GDP成長率は3年移動平均。
（資料）国連、世界銀行統計より国際通貨研究所作成
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韓国における人口ボーナス指数と国内貯蓄率、投資率の推移

中国における人口ボーナス指数と国内貯蓄率、投資率の推移

主要OECD諸国の国民負担と実質GDP成長率

1．理論の整理

（1）成長会計②「人口オーナス」
◼ 「人口オーナス」期には、①生産年齢人口の減少に伴う労働投入量の減少のみならず、②現役世代を中心とする家計や企業
の貯蓄や資本蓄積の抑制、③従属人口指数（従属人口（年少人口＋老年人口）÷生産年齢人口）の上昇による勤労者の負担
増加などを通じて経済に負の影響。

◼ 生産年齢人口の減少による経済成長への負の影響は、経済発展パターンの転換、労働生産性向上（人材育成、ロボット活用、
デジタル化等）、都市化、非労働力人口（女性・高齢者等）の労働参加促進や定年延長、移民活用、海外からの資本獲得など
により、ある程度軽減可能。海外からの資本流入獲得には、国内に高いリターンを実現する投資機会が存在するかがポイント。
もっとも、自国内のみでの成長維持には限界があり、広域経済圏の形成やグローバル・バリュー・チェーンへの参画による海
外生産要素の取り込みなどが選択肢。

（年）

（注）2000年～2019年の平均値。
『潜在的国民負担率』は、租税負担率、社会保障負担率、財政赤字の合計。

（資料）OECD統計より国際通貨研究所作成

（％）

（注）1. 『人口ボーナス指数』は、生産年齢人口（15～64歳）÷従属人口（0～14歳、65歳以上）により算出。
2. 『投資率』は、総固定資本形成のGDP比率。

（資料）世界銀行統計より国際通貨研究所作成
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1．理論の整理

（2）労働力人口減少等の影響①「ルイス転換点」

ルイスモデルにおける賃金と雇用の関係

◼ 「人口ボーナス」の議論では、生産年齢人口と労働力人口の変化が一致することが前提。新興国の多くでは、農業部門に豊富
な余剰労働力を抱え、工業部門では農村部から都市部への労働移動により低コストでの生産性向上が可能。しかし、完全雇
用の段階（「ルイス転換点」）を過ぎると、労働力が過剰から不足に転じ、工業部門では労働力を確保するために賃金水準を上
げざるを得ず、経済成長の重石に。

◼ なお、①生産年齢人口が減少に転じる時期と、②不完全雇用から完全雇用に転じる時期は必ずしも一致せず。日本では、
1960年代初め頃に完全雇用達成後、生産年齢人口が減少し始めたのは1995年前後。その後、女性やシニアの労働参加促
進、外国人活用などで、人手不足の影響の緩和に努めてきたが、近年は、労働市場に吸収可能な非労働力人口も減少・枯渇
しつつあるとみられる（「第2のルイス転換点」）。中国では、二つの転換点（①、②）がほぼ同時に到来（関志雄[2013]）。

（資料）関志雄[2007]より国際通貨研究所作成
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1．理論の整理

（2）労働力人口減少等の影響②「中所得国の罠」

キャッチアップ過程で現れる「中所得国の罠」

◼ 世界銀行（Gill, I.S., Kharas, H. [2007]）の定義によると、「中所得国の罠」は経済発展により1人当たりGDPが中程度の水準
に達した後、発展パターンを転換できず、成長率が低下、あるいは長期にわたって低迷することを指す。「中所得国の罠」に
陥った国に共通する特徴は、余剰労働力の減少、産業高度化の停滞、貧富格差の拡大、官僚の腐敗など。

◼ ブラジルやアルゼンチンといった中南米諸国は「中所得国の罠」に陥った典型例として挙げられる。1980年代の債務危機を契
機に経済が長期停滞。旧ソ連や東欧諸国も計画経済の下で高成長が持続せず。東南アジア諸国連合（ASEAN）諸国が「罠」
に陥っているかについての判断は分かれるものの、近年の成長率の伸び悩みや減速の要因として、「産業高度化の停滞／失
敗」を指摘する議論が主流。ASEAN諸国では外資が工業化を主導したことにより国内における主要な技術の蓄積が不十分。

◼ 「中所得の罠」を回避するためは、生産および雇用の高度化やイノベーションの推進に加えて、教育システムを労働者の技術
習得から新たな製品やプロセス形成にシフトすることが重要とされる。

（資料）大野健一[2008]より国際通貨研究所作成

主要国におけるR&D支出額、研究者数

（注）国名後の括弧内は統計公表年。ブラジルのR&D支出額は2019年、研究者数は2014年。
（資料）世界銀行統計より国際通貨研究所作成

（GDP比、％） （人）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

韓
国
（
2
0
）

日
本
（
2
0
）

中
国
（
2
0
）

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
（1

9
）

ブ
ラ
ジ
ル
（
1
9
,1

4
）

タ
イ
（
1
9
）

マ
レ
ー
シ
ア
（1

8
）

イ
ン
ド
（
1
8
）

ベ
ト
ナ
ム
（
1
9
）

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
（
1
9
）

フ
ィ
リ
ピ
ン
（
1
8
）

メ
キ
シ
コ
（
2
0
）

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
（
2
0
）

R&D支出額の対GDP比〈左目盛〉

人口100万人当たりの研究者数〈右目盛〉

初期の外資導入
（低所得）

部品の現地化
（中所得）

技術・技能の現地化
（中～高所得）

創造的破壊能力
（高所得）

第4段階

革新・製品開発力を
持つグローバル・

リーダー

日米欧

第3段階

技術・経営の習得、
高品質製品の生産が

可能

韓国・台湾

第2段階

裾野産業の形成、
ただし外国人主導は

続く

タイ・マレーシア

第1段階

外国人主導による単
純な組立・加工・縫製

など

ベトナム

産業集積

技術習得

想像性

ASEAN諸国にとって

の「見えない壁」あるい

は「中所得国の罠」



8

9.20

コメント始点

1.00

タイトル下罫線

出典下限

2.00

3.406.2012.60 0.20→1.60 8.006.606.60 ←0.20 3.00 6.20 12.60ガイド

9.20

コメント始点

1.00 

タイトル下罫線

出典下限

2.00 

ガイド

タイトル目安

主要国・地域の生産年齢人口比率の推移

2．主要国・地域の動向

（1）概要
◼ 国連推計によると、世界人口は、2021年時点の約79億人から2030年には約86億人、2050年には97億人に拡大。

◼ 東アジアでは、中国や日本を中心に人口減少および全体に占めるシェアが縮小する一方、南アジアではインドを中心に人口
増加が続き、2050年にかけて25％程度のシェアを維持。北アフリカ・西アジアおよびサブサハラ・アフリカでは、人口増加が続
き、両地域を合わせたシェアは現状の約2割から2050年までに約3割に拡大。

◼ 生産年齢人口比率でみると、欧米や東アジアで既にピークアウト。東南アジアでは国によって差があるものの、多くは今後
2030年にかけて低下に転じる見通し。インドでは2030年にかけて上昇が続くほか、サブサハラ・アフリカで同比率がピークに
達するのは2080年頃とみられる。

世界主要国・地域の人口予測

（注）2022年以降は国連予測値（中位推計）。
（資料）国連統計より国際通貨研究所作成

（注）2022年以降は国連予測値（中位推計）。
（資料）国連統計より国際通貨研究所作成

（年）

（％）

2021 2030 2050 2021 2030 2050

世界 79.1 85.5 97.1 100.0 100.0 100.0

東アジア 16.6 16.5 15.2 21.0 19.3 15.7

中国 14.3 14.2 13.1 18.0 16.6 13.5

東南アジア 6.8 7.2 7.9 8.5 8.5 8.1

日本 1.2 1.2 1.0 1.6 1.4 1.1
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インド 14.1 15.1 16.7 17.8 17.7 17.2

オセアニア 0.4 0.5 0.6 0.6 0.6 0.6

米州 10.3 10.9 11.7 13.0 12.8 12.1

北米 3.8 3.9 4.2 4.7 4.6 4.3

中南米・カリブ諸国 6.6 7.0 7.5 8.3 8.2 7.7

欧州 7.5 7.4 7.0 9.4 8.6 7.2

北アフリカ・西アジア 5.5 6.2 7.7 6.9 7.3 8.0
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人口（億人） シェア（％）

50

55

60

65

70

75

80

1
9

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

2
0

0
0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

インド
南アジア（除くインド）
東南アジア
中南米・カリブ
北アフリカ・西アジア
サブサハラアフリカ
北米
中国
欧州
東アジア（除く中国）



9

9.20

コメント始点

1.00

タイトル下罫線

出典下限

2.00

3.406.2012.60 0.20→1.60 8.006.606.60 ←0.20 3.00 6.20 12.60ガイド

9.20

コメント始点

1.00 

タイトル下罫線

出典下限

2.00 

ガイド

タイトル目安

アジア・中南米主要国の「人口ボーナス」期

1940 1960 1980 2000 2020 2040 2060

日本

中国

シンガポール

タイ

ベトナム

韓国

ブラジル

マレーシア

インドネシア

メキシコ

インド

フィリピン

2．主要国・地域の動向

（1）概要
◼ アジア主要国の多くでは、少子高齢化のスピードが速く、東アジア諸国に加えて、タイやベトナムといったASEANの一部でも
「人口オーナス」期へ移行。他方、インドネシアやインドは2030年前後、フィリピンでは2050年頃まで「人口ボーナス」期が続く
見込み。

◼ アジアでは、1人当たりGDPが十分に高まっていない段階で「人口オーナス」に移行する国が少なくない。不十分な年金、医療

等の社会保障制度は、家計の予備的貯蓄の動機にもなり得るだけに、社会保障制度の整備が急務。各国政府は、社会保障
制度の整備・拡充を進めているものの、受給対象の広がり・手厚さのいずれか（または双方）でまだ課題は多い（ADB[2019]）。

（注）『人口ボーナス』期は従属人口指数（従属人口÷生産年齢人口）が持続的に減少を開始した時点
から上昇に転じた時点まで。

（資料）世界銀行統計より国際通貨研究所作成

主要国の高齢社会・超高齢社会までの倍化期間

（注）『高齢化社会』は総人口に占める65歳以上人口の割合が7％、『高齢社会』は同14％、
『超高齢社会』は同21％。

（資料）世界銀行統計より国際通貨研究所作成

1920 1940 1960 1980 2000 2020 2040 2060 2080 2100
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英国

日本

韓国

シンガポール
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中国

ブラジル
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ベトナム

マレーシア

インド

インドネシア

フィリピン

高齢化社会から高齢社会

までの期間
高齢社会から超高齢社会

までの期間

（年）（年）



10

9.20

コメント始点

1.00

タイトル下罫線

出典下限

2.00

3.406.2012.60 0.20→1.60 8.006.606.60 ←0.20 3.00 6.20 12.60ガイド

9.20

コメント始点

1.00 

タイトル下罫線

出典下限

2.00 

ガイド

タイトル目安

生産要素からみたインドの実質GDP

2．主要国・地域の動向

（2）インド
◼ インドは2022年、総人口が約14億1,700万人と中国を上回り世界最大になったとみられる。当面、生産年齢人口の増加が続く
ほか、老年人口（65歳以上）比率の上昇に示される高齢化のペースが遅いなど人口動態上は成長に有利。

◼ もっとも、実質GDPを生産要素別にみると、2000年代半ば以降、資本投入および生産性向上が成長をけん引する一方、労働
投入の成長への寄与は相対的にわずか。IMF[2022]によると、インドの中期的な潜在成長率（ベースライン）は6％程度。労働
参加率の向上に資するような構造改革が進展すれば、潜在成長率の7％への押し上げも視野に。

◼ インドにおける労働力人口（就労者＋失業者）は約5.6億人（2019年度、インド政府推定値）、労働参加率は40％台半ばとアジ
ア主要国に比べて低水準。特に、社会的慣習などを背景とする女性の労働参加率の低さが主因。成人識字率はインド全体で
74％（女性66％、 2018年時点）と主要アジア諸国の9割超に比べて改善の余地大。若年失業率の高さも目立つなど、新卒労
働者への雇用機会の提供が追い付いていないとみられる。

インドの人口予測

（注）2022年以降は国連予測値（中位推計）。『老年人口比率』は全人口に占める65歳以上の割合。
（資料）国連統計より国際通貨研究所作成

（資料）RBI統計より国際通貨研究所作成
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中国の流動人口と都市部人口比率

中国の潜在成長率

2．主要国・地域の動向

（3）中国
◼ 中国における生産年齢人口は2015年をピークに減少トレンド。2022年には総人口（国家統計局）でも14億1,175万人（前年比
▲85万人）と初めて減少。2021年末時点の「流動人口」（戸籍登録地とは異なる場所に6ヵ月以上居住）は3.85億人。従来、工
業部門の発展を支えた農村部からの余剰労働力（2007年時点、1.5億人～1.7億人）は既に枯渇。都市部人口比率（常住人口
ベース）の65％に対して、戸籍人口ベースの都市化率は45.4％（2020年時点）にとどまり、出稼ぎ農民の市民化が課題。

◼ 第14次五ヵ年計画（2021年～2025年）では、法定定年年齢（従来、男性：60歳、女性： 50歳（幹部は55歳））の段階的引き上
げや高齢者・子育て支援の拡充、社会保障制度の充実などを盛り込む。2020年3月には、生産要素配置の市場化改革（都市
戸籍取得要件の緩和、農村土地の市場取引化、資本市場の規制緩和等）を公表。

◼ 中国の今後10年の潜在成長率に関する推計値は強弱開きがあるものの（Min Zhu et al.[2019]、World Bank[2021] 等）、労
働投入によるプラス寄与が見込めない中、人的資本の向上や投資、生産性向上などが不可欠。

中国の人口予測

（注）1. 『流動人口』は、戸籍登録地とは異なる場所に6ヵ月以上居住している人口。
ただし、同一の都市内で戸籍登録地と居住地が異なる場合は対象外。

2. 『都市部人口比率』は、常住人口ベース。
（資料）[上図]中国国家統計局、[下図]World Bank[2021] より国際通貨研究所作成
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（注）2022年以降は国連予測値（中位推計）。『老年人口比率』は全人口に占める65歳以上の割合。
（資料）国連統計より国際通貨研究所作成
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インドネシアの生産要素別にみた実質GDP成長率ASEAN諸国の生産年齢人口比率の推移

2．主要国・地域の動向

（4）ASEAN
◼ ASEAN諸国は、80年代以降、輸出志向工業化政策を採用、資本や労働といった生産要素の投入を支えにキャッチアップを進

めてきた。人口動態は国によって異なり、タイやベトナムでは生産年齢人口比率が既にピークアウトする一方、フィリピンやイン
ドネシアなどでは当面「人口ボーナス」による成長押し上げが見込まれる。

◼ 近年、①農業から製造業への就業者の移動が不十分であること（生産性の低い農業における余剰労働力）、②相対的に労働
生産性の低いサービス業へのシフトなどが、労働生産性の伸び悩みにつながっているとみられる。インフラ整備や税制優遇等
による地方での産業誘致による農業部門の余剰労働力の活用やサービス業の競争促進等を通じた生産性向上などが必要。

◼ ASEAN最大の人口規模を有するインドネシアでは、フォーマルセクターにおける労働者の割合は約4割にとどまり、若年失業

率が高水準にあるなど、「人口ボーナス」を活かしきれていない。インドネシアに次ぐ人口規模のフィリピンは、労働コストの低さ
や英語運用能力の高さ等が強みであるが、国内での雇用創出や産業高度化が課題。

（注）網掛は国連予測値（中位推計）。
（資料）国連統計より国際通貨研究所作成

（注）[上図]2021-2025年予測の（A）はベースシナリオ、（B）は改革シナリオ。
（資料）[上図]インドネシア財務省、[下図]フィリピン統計局、中央銀行資料より国際通貨研究所作成
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米国の人口変動要因

米国の潜在成長率予測

米国の人口推移

2．主要国・地域の動向

（5）米国
◼ 米国は、先進国の中では相対的に高い出生率と移民流入を背景に人口増加を維持してきたが、2010年以降、出生率の低下
トレンドが鮮明化（2000年～2009年平均2.1％→2021年1.66％）。先行き、移民流入を前提に緩やかな人口増加を維持する
とみられる。ただし、2040年前後には国民の死亡数が出生数を上回り、自然減に転じる公算が高く、その後の人口増減は移
民の純流入が左右。

◼ 今後10年間の米国の潜在成長率は、過去30年間の2.4％程度から、労働投入ペースの鈍化を主因に1.8％程度への低下が
予想されており、資本蓄積を含む労働生産性の向上が成長率の支えとなる見通し。

（注）2022年以降は国連推計値（中位推計）。
（資料）国連統計より国際通貨研究所作成

（注）2022年以降はCBO推計値。
[下図]『労働生産性』は労働者当たりの資本蓄積を含む。

（資料）CBO統計より国際通貨研究所作成
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EUの人口変動要因

EUの潜在成長率の推移

EUの人口推移

2．主要国・地域の動向

（6）欧州
◼ EUでは2012年以降、死亡者数が出生数を上回り、移民の純流入により人口増加を維持。2020年時点では、2026年をピーク
に総人口の減少が見込まれていたが、実際には、コロナ禍の影響で2020年以降2年連続で人口減少。生産年齢人口比率は
2000年初をピークに転じており、少子高齢化が進行中。

◼ EUの潜在成長率は、グローバル金融危機以降、投資と生産性の伸び悩みを背景に大きく低下。近年はやや持ち直しつつあっ
たが、コロナ禍やウクライナ危機の影響で1％近辺に低下したとみられる。エネルギーコストの上昇なども、先行きの潜在成長
率の下押し要因に。潜在成長率の押し上げには、人的資本への投資や女性・高齢者の活用、デジタル化、グリーンインフラへ
の投資を含むエネルギー安全保障体制の再構築、ウクライナの復興、域内の労働移動に関わる規制緩和などが挙げられる。

（資料）Eurostat統計より国際通貨研究所作成 （注）[下図]2019年以降はOECD予測値。
（資料）Eurostat、OECD「2018」統計より国際通貨研究所作成
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2．主要国の動向

（7）総括
主要国・地域の人口動態面からみた主な課題と対応

（注）『人口ボーナス』は、現在のステージを示す（〇：現在「人口ボーナス」期、×：「人口オーナス」期）。
（資料）各種資料等より国際通貨研究所作成

国・地域名
人口

ボーナス
現状と主な課題 主な対応策

東アジア
（中国）

×

◼ 2015年をピークに生産年齢人口が減少トレン
ド、2022年には総人口も減少

◼ 出稼ぎ農民の市民化が課題

◼ 法定定年年齢（従来、男性：60歳、女性： 50歳（幹部は55歳））の段階的引き上
げや高齢者・子育て支援の拡充、社会保障制度の充実など

◼ 2020年3月、生産要素配置の市場化改革（都市戸籍取得要件の緩和、農村土地
の市場取引化、資本市場の規制緩和等）を公表

東南アジア①
（タイ等）

×

◼ タイでは生産年齢人口が減少トレンド（総人口
は2030年頃がピーク）

◼ 労働コストの上昇、産業高度化に資する人材
の不足などが課題

◼ 「タイ・プラスワン」およびメコン圏としての成長戦略
◼ 産業高度化に向けた投資拡大や高度人材育成策
◼ 定年年齢の引き上げ、社会保障制度整備
◼ 農業部門から他の部門への労働力シフト等による余剰労働力の活用

東南アジア②
（インドネシア、
フィリピン等）

〇

◼ インドネシアでは、当面「人口ボーナス」が見
込まれるものの、その有効活用が課題（イン
フォーマルセクターの大きさ、高水準の若年失
業率など）

◼ ジョコウィ政権2期目の優先課題は、インフラ開発や人材開発に重点
◼ 「雇用創出オムニス法」による改革推進（2021年11月に憲法裁が政府に対して2

年以内の法改正を命じる判決。今後政府が猶予期間中（2年以内）に必要な法改
正を行う必要）

◼ フィリピンでは、当面「人口ボーナス」が見込ま
れるものの、その有効活用が課題（出稼ぎ労
働者からの郷里送金が経済の支えとなるなど、
国内での雇用機会が不足）

◼ 2022年6月に発足したマルコス新政権の8つの社会経済政策アジェンダのうち、

中期的に実現を目指すアジェンダは、雇用拡大に重点。①貿易・投資の促進や
インフラ整備、②企業のR＆Dおよびイノベーション促進、デジタル化、③グリーン
エコノミー・ブルーエコノミーの推進などを通じた雇用拡大を目指す

南アジア
（インド）

〇

◼ 総人口が世界最大となり、当面「人口ボーナ
ス」が見込まれるものの、その有効活用が課
題（労働参加率の低さ、若年失業率の高さな
ど）

◼ モディ政権は、「自立したインド（Self-reliant India）」をスローガンに掲げ、国内製
造業の振興やインフラ整備を推進しており、民間投資および雇用拡大を目指す

◼ 「改正労働法」（2020年9月成立）の施行による労働市場の柔軟化
◼ 人的資本への投資（特に女性の労働参加率の向上につながるような施策）

欧米諸国
（米国、欧州等）

×
◼ 米国では、移民流入を支えに緩やかな人口増
加を維持。ただし、2040年前後に国民の人口
が自然減に転じる公算

◼ 移民流入の維持
◼ 資本蓄積を含む労働生産性の向上

×

◼ EUでは2012年以降、自然減に転じ、移民流

入により人口増加を維持。ただし、コロナ禍の
影響で2020年以降2年連続で人口減少

◼ 人的資本への投資や女性・高齢者の活用
◼ 域内の労働移動に関わる規制緩和等
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3．まとめ

◼ 成長会計上、「人口ボーナス」期には、生産年齢人口の増加に伴う労働投入量の増加と、生産年齢
人口比率の上昇に伴う貯蓄率の向上および資本ストック（投資）の増加という2つの経路を通じて経

済成長の押し上げが見込まれる。ただし、「人口ボーナス」の効果を十分に享受するためには、人的
資本への投資（教育・健康水準の向上）や雇用機会創出など適切な政策をとる必要。

◼ 「人口オーナス」期には、①生産年齢人口の減少に伴い労働投入量が減少するだけでなく、②現役
世代を中心とする家計や企業の貯蓄や資本蓄積の抑制、③勤労者の負担増などを通じて経済に負
の影響。生産年齢人口の減少による経済成長への負の影響は、経済発展パターンの転換、労働生
産性向上（人材育成、ロボット活用、デジタル化等）、都市化、非労働力人口（女性・高齢者等）の労
働参加促進や定年延長、移民活用、海外からの資本獲得などにより、ある程度軽減可能。もっとも、
自国内のみでの成長維持には限界があり、広域経済圏の形成やグローバル・バリュー・チェーンへ
の参画による海外市場の取り込みなどが選択肢。

◼ 国連推計によると、世界人口は、2021年時点の約79億人から2030年には約86億人、2050年には
97億人に拡大。東アジアでは、中国や日本を中心に人口が減少、全体に占めるシェアも縮小へ。一
方、南アジアではインドを中心に増加基調を維持。

◼ 東アジア諸国やASEANの一部（タイなど）の既に「人口オーナス」期にある国では、国内における産

業高度化に向けた投資拡大や高度人材育成のほか、デジタル化による生産性向上などが課題。な
お、アジアでは、1人当たりGDPが十分に高まっていない段階で「人口オーナス」に移行する国が少

なくない。不十分な年金、医療等の社会保障制度は、家計の予備的貯蓄の動機にもなり得るだけに、
社会保障制度の整備が急務。

◼ インドネシアやフィリピン、インドなど「人口ボーナス」期にある国々では、国内製造業の未発達や非
効率な労働市場、社会的慣習など様々な要因を背景に、その恩恵を十分に享受できていないのが
現状。「人口ボーナス」の有効活用による成長率の押し上げには、インフラ整備や産業育成等を通じ
た雇用機会の創出、人的資本への投資や労働市場の柔軟化、都市化による農村部の余剰労働力
の取り込みなどが求められる。
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主要新興国の都市化率の推移

主要新興国の若年失業率の推移

主要国新興国の産業別就業シェアの推移

Appendix 

A1. 主要新興国の雇用関連指標

（注）『就業率』は、15歳以上の人口における就業者の割合。
（資料）世界銀行統計より国際通貨研究所作成

主要新興国の就業率の推移

（年）

（注）『若年失業率』は、若年労働力人口（15歳～24歳）に占める失業者の割合。
（資料）世界銀行統計より国際通貨研究所作成
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主要新興国の国際競争力比較

Appendix

A2. 主要新興国の国際競争力比較

（資料）WEF[2019]より国際通貨研究所作成
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③ICT 5 6 1 33 18 62 72 88 41 120 74 67 68

④マクロ経済の安定性 38 42 1 35 39 43 54 55 64 43 41 115 139

⑤健康 1 1 8 66 40 38 96 102 71 110 60 75 53

⑥人材スキル 19 28 27 30 64 73 65 67 93 107 89 96 31

⑦市場の効率性 2 6 59 20 54 84 49 52 79 101 53 124 120

国内競争 2 5 66 11 43 65 45 78 64 46 83 114 122

貿易の開放性 1 9 67 55 71 99 62 35 91 131 27 125 111
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柔軟性 1 11 97 16 84 102 119 56 82 77 76 126 136

実力主義・インセンティブ 5 21 25 24 81 22 65 35 82 118 102 91 89

⑨金融システム 2 12 18 15 29 16 58 43 60 40 64 55 105

⑩市場規模 27 4 14 24 1 18 7 31 26 3 11 10 34

⑪ビジネスのダイナミズム 14 17 25 18 36 21 29 44 89 69 41 67 80

⑫イノベーション 13 7 6 30 24 50 74 72 76 35 52 40 56

アジア 中南米
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